




















しかし、2010 年には総人口の 3 分の 1 が外国人という人口構造となり、市民の間には外国人居住者
の増加が、雇用だけでなく住宅取得の機会も奪っているとの批判が高まっていく。その不満の声は
2011 年 5 月に行われた 5 年ぶりのシンガポール議会総選挙に映し出される結果となった。建国以来
シンガポールを牽引してきた絶対的与党の人民行動党が過去最低の得票率となり、グループ選挙区で
























た 1819 年当時、シンガポールはマレー人 120 人、中国人 30 人からなる小さな漁村だったとされるが、
正式にイギリス領となった 1824 年の人口調査では、マレー人 6,431 人、中国人 3,317 人、インド人






）の流入が急増した。そのため 1840 年の総人口は 35,389 人に倍増し、中国人
が全体の半数を占めるようになる。さらに 1900 年には 22 万人を超え、中国人が人口の 70％以上を
占めるまでに増加し、今日の民族構成割合の原型が作られていく。
　第二次世界大戦では日本の占領下となるが、1945 年に連合軍占領下となり、再びイギリス領となっ




























ボーナスの支給を始めている。さらに 2004 年には産休を 8 週から 12 週に延長し、2008 年には、ベビー
ボーナスが第一子から支給されるようになり、産休は 16 週へ拡大、有職者は妊娠 6 か月から産休取
得が可能となり、子ども減税や夫婦の有給育児休暇など、少子化対策にさまざまな手を打ってきた。
300 を超えるきめ細やかな子育て支援プログラムの提供、よりよいワークライフバランス、経済的育




1970 年 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年 2011 年
総人口（千人） 2,074.5 2,413.9 3,047.1 4,027.9 5,076.7 5,183.7
シンガポール居住者（千人） 2,013.6 2,282.0 2,736.0 3,273.4 3,771.7 3,789.3
　シンガポール国民（千人） 1,874.8 2,194.3 2,623.7 2,985.9 3,230.7 3,257.2
　永住権保持者（千人） 138.8 87.8 112.1 287.5 541 532
15 歳以下（％） 39.1 27.6 23 21.5 17.4 16.8
15 ～ 64 歳（％） 57.5 67.5 71 70.9 73.7 73.9
65 歳以上（％） 3.4 4.9 6 7.3 9 9.3
中位年齢（歳） 19.5 24.4 29.8 34 37.4 38
初婚年齢（歳）男性 26.9 26.7 28 28.7 30 ‐
初婚年齢（歳）女性 23.1 23.6 25.3 26.2 27.6 ‐
35-39 歳の独身割合　男性 10.8 10.5 18.1 19.7 20.4 ‐
35-39 歳の独身割合　女性 5.1 8.5 14.8 15.1 17.1 ‐
潜在扶養指数　 17 13.8 11.8 9.9 8.2 7.9
合計特殊出生率 3.1 1.82 1.83 1.6 1.15 ‐
平均寿命　男性（歳） 64.1 69.8 73.1 76 79 ‐
　　　　　女性（歳） 67.8 74.7 77.6 80 83.7 ‐





命は 1970 年の 65.9 歳から、2010 年には 81.8 歳へ延び、40 年間の間に 16 歳近くも長くなっている。
　表 1 に示したように 2011 年の 65 歳以上の人口割合は 9.3％と年々大きくなり、中位年齢も 38 歳
に上昇し、隣国のマレーシアやインドネシアよりも 10 歳近く高い。65 歳以上の高齢者一人に対する
生産年齢者（15 歳～ 64 歳）の人数となる潜在扶養指数は、1970 年は 17 であったが 2010 年以降は
半分以下の 8 に縮小している。つまり、現在のシンガポールは生産年齢者 8 人で高齢者一人を支え
ている。むろん、世界で最も深刻と言われる「高齢社会」4）に突入した日本の 2010 年値 2.8 からみ
れば余裕がありそうであるが、シンガポールは日本よりもはるかに短い時間で高齢化率が進むことが
予測されている。15 歳～ 64 歳の生産労働人口は 7 割に増えているが、その内実はシンガポールのベ
ビーブーム世代（1947 年～ 1964 年生まれ）の割合が高く、最初のベビーブーム世代は 2012 年に 65
歳になる。したがって、以降は高齢化が加速することになる。
3．シンガポールの人口とニューカマー
　10 年ごとに行われているシンガポールの人口センサスでは、2010 年の総人口は 507.67 万人で、
うち、シンガポール国民（Singapore Citizen）と永住権保持者 54.1 万人を含めたシンガポール居住
者人口は 377.17 万人で、残りの 130 万人余りは 1 年以上の外国人一時滞在者である。表 2 に示すよ
うに、2000 年代の飛躍的な人口増はシンガポール国民よりも、永住者と一時滞在者の外国人が押し
上げている。2007 年に外国人一時滞在者が前年比 14.9％増の 100 万人台となってから、永住者も含
めると総人口の 3 人に一人は外国人という割合に膨れ上がっている。
　　　　　　　　　　　　表 2　シンガポールの人口推移　　　　　　　単位：千人
 1970 1980 1990 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
■ 総人口（単位千人） 2,074.5 2,413.9 3,047.1 4,027.9 4,265.8 4,401.4 4,588.6 4,839.4 4,987.6 5,076.7 5,183.7
■ シンガポール居住者 2,013.6 2,282.1 2,735.9 3,273.4 3,467.8 3,525.9 3,583.1 3,642.7 3,733.9 3,771.7 3,789.3
■ 　　シンガポール国民 1,874.8 2,194.3 2,623.7 2,985.9 3,081.0 3,107.9 3,133.8 3,164.4 3,200.7 3,230.7 3,257.2
■ 　　永住権保持者 138.8 87.8 112.1 287.5 386.8 418.0 449.2 478.2 533.2 541.0 532.0








Department of Statistics. Census of Popilation 1990, 2010. および Yearbook．各年版より作成
　2010 年 6 月末現在のシンガポール居住者の民族構成は、華人系が約 74％、マレー系が 13％、イ
ンド系が 9％、その他が 3％で、華人系とマレー系は過去 10 年間の比率をおおむね維持している（表








1990 年 2000 年 2003 年 2008 年 2010 年
華人系 77.7 76.8 76.3 74.7 74.1
マレー系 14.1 13.9 13.8 13.6 13.4
インド系 7.1 7.7 8.3 8.9 9.2
その他 1.1 1.4 1.7 2.8 3.3




台を維持しており、シンガポール生まれの居住者の人口割合は、2000 年の 81.9％から 2010 年には
77.2％に減少している。
　2011 年 6 月末現在の総人口は前年比 2.1％増で、シンガポール居住者数は増えているものの、永住





PR 申請拒否 PR 認定 SC 認定 PR 人口 一時滞在者
2007 年 18,385 63,627 17,334 449,200 1,005,500
2008 年 22,472 79,167 20,513 478,200 1,196,700
2009 年 58,923 59,460 19,928 533,200 1,233,700
2010 年 68,143 29,265 18,758 541,000 1,305,000
National Population Secretariat, Prime Minister's Office および 2008-2011 年各年版
Population in Brief. より作成。
　2000 年から 2007 年までは永住権取得申請数の 3 分の 1 程度が不認定であったが、リーマンショッ
クの景気回復の兆しが見えてきた 2009 年には 11 万 5 千人が永住資格審査に臨み、その 2 分の 1 に
当たる約 6 万人が永住権を手に入れている（表 4 参照）。永住権申請の多くは家族単位で、やがてシ
ンガポール市民権（国民）取得へと進む傾向にある。シンガポール市民権を取得した外国人は 2000
年には年 7,600 人程度であったが、2005 年には 13,200 人と倍増して 1 万人台に伸び、2008 年から
は 2 万人前後に増えていった。
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大量流入は地域社会でさまざまな摩擦を生んでいく 5）。このため政府は 2009 年以降、移民規制を強














　シンガポール経済は 1997 年のアジア通貨危機、2003 年の SARS による観光産業の激小も乗り切り、
2008 年の国際通貨危機も国内のリゾート開発投資で復活を見せている。2011 年には 4.8％の GDP
成長率に下方修正されたが、欧州の債務危機問題解消の目途が立たないことから、政府は 2012 年度
の GDP 成長率を 1 ～ 3％と低く予測している。
表 5　シンガポールの労働力推移（単位：左軸千人　右軸％）
 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
 1,644.3 1,667.9 1,706.4 1,733.4 1,744.8 1,880.8 1,878.0 1,928.3 1,985.7 2,047.3
 686.2 652.7 606.9 608.5 622.5 713.3 832.3 1,011.6 1,044.3 1,088.6























　　　　　　　　Ministry of Manpower, Manpower Research. 各年版より作成。
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　事実、雇用市場は 1980 年代から堅調であったが、2012 年 1 月には、初めて求人数が減少に転じ
ている。シンガポール居住者の失業率は 2％台で 2000 年代を推移してきたが、2012 年は 3％以上に
上昇する可能性が高いとみている。労働集約型から知識集約型経済構造へ進んでいるとはいえ、輸出
に依存している産業構造は、国際経済の変動に影響を受けざるを得ない。









　2010 年の 15 歳以上の就労参加率は男性 76.5％と横ばいであるが、女性は 56.2％と 10 年前よりも
5 ポイント伸ばしており、女性と 60 歳以上の就労率が少しずつ上昇して全体を押し上げている。
　シンガポールには現在約 7,000 社の多国籍企業が進出し、うち 6 割が地域統括拠点を置いている。
こうした外国企業が労働者を雇用する場合、一部の企業ではシンガポール人よりも母国出身者の外国
人を優先する傾向がみられ、人材開発省はこうした雇用差別をなくすための方針を強化している。政







まとめてきている。その多くは 2020 年代に人口減少が始まり、2030 年には国民の 5 人に一人は 65
歳以上になると推測されている。しかし、合計特殊出生率は 70 年代の 3.07 から 2000 年に 1.60 に降
下し、2010 年には 1.15 と低下している。2004 年に高齢化問題委員会が設置されると、このまま少
子化が続けば、2016 年には 65 歳以上の人口が 14％に達することになり、シンガポールが「高齢社会」
に急進化することへの警鐘を鳴らしている。
　最も新しい将来人口推定では、2011 年 9 月に政策研究院（Institute of Policy Studies）が発表した「シ
ンガポールの将来人口と変化のシナリオ」がある。これは 2007 年に研究プロジェクトが立ち上げら
れ、48 通りの中から 4 つのシナリオを公にしたもので、将来人口推計は、2005 年値を基準に作成さ
れている。ただし、合計特殊出生率の値は 2005 年の 1.31 ではなく、さらに縮小した 1.24 としている。
この人口シナリオも、永住権保持者増を含めたシンガポール居住者数で推計されており、永住者の受
入れ増を前提にしていることから、ニューカマーに門戸を開放する国に変わりないことが確認できる。
　表 6 は 2005 年から 2050 年までのシンガポールの将来人口推計である。
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表 6　2005-2050 年シンガポールの将来人口推計
 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
 3.55 3.62 3.66 3.68 3.66 3.62 3.52 3.37 3.21 3.03
 3.55 3.78 4.00 4.21 4.40 4.56 4.68 4.77 4.83 4.89
 3.55 3.94 4.34 4.74 5.13 5.50 5.84 6.16 6.46 6.76













　Institute of Policy Studies（2011）．Scenarios of Future Population Growth and Change in Singapore. より。
　注　シナリオ 1：低い出生率で移民受入れ数はゼロ。　シナリオ 2：低い出生率で移民受入れ数が低位。
　　　シナリオ 3：低い出生率で移民受入れ数が中位。　シナリオ 4：出生率上昇で移民受入れ数はゼロ。
　「シナリオ 1」は、合計特殊出生率が 1.24 程度を維持し、移民を受け入れない場合である。シンガポー
ル市民の人口は 2020 年に 368 万人でピークを迎えるが、以降減少し、2050 年には 303 万人に縮小
していく。
　「シナリオ 2」は、合計特殊出生率が 1.24 程度を維持しながら、移民を年間 3 万人受け入れ続けた
場合である。人口は 2005 年の 355 万人から、2050 年には 489 万人に増加する。
　「シナリオ 3」は、合計特殊出生率が 1.24 程度を維持しながら、移民を年間 6 万人受け入れ続けた
場合である。このシナリオでは 2025 年に 500 万人を超え、2050 年には 676 万人になる。
　そして、「シナリオ 4」は、2025 年までに合計特殊出生率が 1.24 から 1.85 に上昇し、それが安定
した状態を維持し、移民を受け入れない場合である。このシナリオでは 2030 年に 373 万人となるが、
以降は減少が続き、2050 年には 2005 年人口よりも縮小して 337 万人となる。
　いずれも先進諸国が直面している出生率の低水準移行と死亡率の減少により、著しく人口構造の老
齢化が進んでいく構図である。人口を維持するのに必要な合計特殊出生率 2.1 以上は、シンガポール
では現実的ではない。「大豊作」と言われた 2008 年でも 1.29 で、すでに 2010 年のシンガポール市




シンガポールは外国人の人口割合を現在の 3 分の 1 程度に留めることが望ましいとの見解を表明し










　経済戦略委員会は 2010 年 2 月に新たな成長戦略を発表している。そのシンガポールの新成長戦略
の目標には、質を重視した戦略で、生産性向上のために高い技能を有する国民の養成が筆頭に掲げら
れている。それらは 80 年代から声高に謳われてきたことで、特別目新しいことではないが、外国人
労働力への依存を小さくするために、2011 年 7 月から外国人労働者雇用税を大幅に引き上げること















推進し、2015 年までに留学生 15 万人の受入れ目標を掲げている。しかし、その狙いは若い高度人材
の確保にある。大学などの高等教育機関では、外国人向け授業料が高額なため、留学生の多くが卒業
































国、知的財産が保護される国として高評価を得ている。たとえば IMD（International Institute for 
Management Development）の「国際競争力指標」ランキング（2010 年は 1 位、2011 年は 3 位）
の上位常連国であり、16 年連続で「もっとも投資収益力を持つ都市」で世界 2 位、世界経済フォー
ラムの「投資・国際貿易のための開放された経済国」で 1 位、世界銀行の「ビジネスを行うのが容
易な国」でも 6 年連続で 1 位、等々、人件費の高騰以外の国際的な評価はアジアの雄である。

















4） 日本の 65 歳以上の高齢者人口は、1950 年には 3％に満たなかったが、1970 年に 7％を超え、
2010 年には 23％を超え、5 人に一人が高齢者、9 人に一人が 75 歳以上人口という「本格的な高齢
社会」となっている。日本の将来推計人口では、出生中位推計で 2035 年に 3 人に 1 人が老年人口
となる。
 　国連の定義では、総人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合が 7％を超えると「高齢化社会（Aging 
Society）」であるが、14％を超えると「高齢社会（Aged Society）」と呼ぶ。シンガポールでは
2000 年に 7％を超え高齢化社会となった。しかし、7％から 14％に達する高齢化のスピードは、世
界で類を見ない速さで進行した日本が 24 年であるのに対して、シンガポールはそれよりも速く 20
年以内であると予測されている。
 　日本は 1960 年代に一人の高齢人口に対して 11.2 人の生産年齢人口がいたのに対して、2010 年
には 2.8 人になっている。国連推定では、今後も高齢化率は上昇を続け、2055 年には一人の高齢














7） 2009 年の合計特殊出生率は 1.22 に減少し、2010 年には 1.2 以下となった。これは華人系市民に
とって 2010 年が寅年のため出産を敬遠したのではなかと考えられている。しかし、2012 年は縁
起の良い「辰」年のため、出生率の上昇が期待されている。
8） シンガポールの初代首相として約 30 年間シンガポールを牽引し、首相引退後も内閣上級相、顧














人から疑問視されている。そのため教育省は 2011 年の 8 月にシンガポール人学生にも、2015 年
までに 1 万 4 千人程度の奨学金給付枠を拡大することを発表している。
10） 日本の総人口は 2010 年に 1 億 2,806 万人であったが、今後、長期の人口減少過程に入り、2055
年には 8,674 万人になると推計されている。日本の合計特殊出生率は 1970 年代から下降を続け、
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Singapore’s Population and Workforce
OKAMOTO Sachiko
Abstract: Due to fast declining childbirths, Singapore now faces the dawn of its “Aging Society” in the early 
part of the 21st century and will age at a far more rapid rate than Japan did. The limitation in its capacity of 
population and its land area with meager natural resources, has made this small nation depend on foreign 
investment and migrant labor for achieving its economic growth. However, loss of jobs and difficulties in 
home acquisition are some of the increasing grievances that have frustrated local citizens. These problems have 
likewise accelerated the influx of foreign workers in recent years.
　　　If Singapore continues to endorse a competitive society and persistently pursues its economic gains, the 
status quo of accepting more immigrants and foreign workers is inevitable in order to prevent the population 
from aging.  On the contrary, the other option of closing its gates to migrants without hedging the declining of 
the birthrate will no longer sustain its economic development, but only lead to the somber question: “Who is 
going to look after the elderly?” Going forward among many other developed nations grappling with this issue 
of aging population and declining childbirths, the challenge is critical for a small country like Singapore.
